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地方公共団体へのアンケート調査

定期点検結果の分析

点検支援技術の開発の動向

（１）調査検討事項

②地方公共団体へのアンケート調査
定期点検結果の分析、点検支援技術の開発の動向

資料２



道路構造物の定期点検に関する地方自治体アンケート調査

○平成３１年度からの２巡目の定期点検に向けて各種検討・参考にするためアンケート調査を実施。

アンケートの実施方法

全ての地方自治体（都道府県、政令市、市区
町村約１,７００自治体）に対してメールアンケー
トを依頼。

１．橋梁等の老朽化対策について
２．橋梁等の定期点検について
３．橋梁等以外の定期点検について
４．点検支援技術について

依頼 ： 平成３０年７月３０日
提出 ： 平成３０年９月５日

アンケートの回答状況

都道府県 （母数 ４７）

政令市

その他市区町村

総計

（母数 ２０）

（母数 １７１７）

（母数 １７８４）

※提出のなかった４自治体は除く
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準拠している定期点検の要領 （橋梁の例）

○６割程度の自治体が道路橋定期点検要領（技術的助言）に準拠。
○２割程度が、直轄版の点検要領に準拠。
○２割程度が、自治体独自の点検要領に準拠。

問：橋梁の定期点検は何に準拠していますか。

62.4%
21.7%

20.1%
9.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数
(N=1,782)

29.8%

10.0%

63.9%

29.8%

40.0%

21.3%

48.9%

65.0%

18.8%

2.1%

0.0%

10.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県
(N=47)

政令市
(N=20)

市区町村
(N=1,715)

道路橋定期点検要領（H26.6 国土交通省 道路局）（技術的助言）に準拠、または一部変更して適用

橋梁定期点検要領（H26.6 国土交通省 道路局 国道・防災課）（直轄版）に準拠、または一部変更して適用

自治体独自の定期点検要領

その他

技術的助言に準拠

直轄版に準拠

自治体独自

その他
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51.8%
31.0%

2.7%
20.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数
(N=1,779)

定期点検の実施方法 （橋梁の例）

○点検業務は、コンサルタントへの外部委託が５割程度、各都道府県の建設技術センターによる地域
一括発注が３割程度。

○２巡目は、「一部を職員で実施」の割合が増加。

問：橋梁の定期点検について、健全性の診断の根拠とする近接目視を主体とした現地での情報の取得をど
のように実施していますか。（現在の定期点検（1巡目）の実施状況、来年度以降の定期点検（２巡
目）の実施予定）

≪ 現在 定期点検１巡目≫ ≪ 来年度以降 定期点検2巡目≫

68.1%75.0%51.1%51.8%

2.1%0.0% 32.2%31.0%

2.1%5.0%2.7%2.7%

31.9%30.0%20.2%20.6%

都道府県…

コンサルタント等へ外注

都道府県や都道府県の建設技術センターへ委託（地域一括発注）

職員自ら実施

一部を職員で実施し、それ以外をコンサルタント等へ外注、又は都道府県や都道府県の建設技術センターへ委託

68.1%

75.0%

51.1%

2.1%

0.0%

32.2%

2.1%

5.0%

2.7%

31.9%

30.0%

20.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県
(N=47)

政令市
(N=20)

市区町村
(N=1,712)

63.8%

60.0%

43.9%

2.1%

0.0%

32.0%

2.1%

0.0%

3.0%

36.2%

45.0%

26.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県
(N=47)

政令市
(N=20)

市区町村
(N=1,706)

44.6%
30.9%

3.0%
26.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数
(N=1,773)

コンサルに外注

地域一括発注

職員自ら実施

一部職員

コンサルに外注

地域一括発注

職員自ら実施

一部職員
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定期点検結果の記録の状況 （橋梁の例）

問：橋梁の定期点検における「記録」については、政省令では健全性の診断を行った結果を記録すべきこ
とが定められていますが、健全性の診断の記録について、何をどのように記録していますか（複数選
択可）。

○８割程度の自治体は、様式その１、その２で記録を実施。
○３割程度の自治体は直轄版に準拠。

60.9%57.9%
81.9%

81.1%

23.9% 57.9%
27.2%
27.4%

69.6%
52.6%

19.6%
21.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県… 道路橋定期点検要領（技術的助言）による様式その１（橋梁諸元と診断結果），その２（状況写真）で記録

橋梁定期点検要領（直轄版）に示す調書に準じて記録。

独自の定期点検様式を定めて記録

81.1%

27.4%

21.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数
(N=1,724)

60.9%

57.9%

81.9%

23.9%

57.9%

27.2%

69.6%

52.6%

19.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県
(N=46)

政令市
(N=19)

市区町村
(N=1,659)

技術的助言による様式

直轄版の様式に準拠

自治体独自の様式
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○ 点検結果の長期保存のため、約６割の自治体が保存規定を設けることが必要と考えている。

問：定期点検要領（技術的助言）には点検や健全性の診断結果を記録する記録様式が示されていますが、
結果の記録を長期保存していくために必要と考えるものは何ですか。（複数選択可）

定期点検結果の記録の保存 （橋梁、トンネル等共通）

51.1%50.0%
60.2%

59.9%

8.5%5.0%
7.0%
7.0%

2.1%0.0%
3.5%
3.4%

51.1%
70.0%

46.9%
47.2%

19.1%
25.0%

4.0%
4.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県…

市区町村…
記録の保存規定を設けるべき 直轄版並の記録様式を定めるべき

点検様式を定めず、診断区分のみとすべき 各自治体からも活用可能なデータベース化を進め、一元管理すべき

その他

59.9%
7.0%

3.4%
47.2%

4.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数
(N=1,776)

51.1%

50.0%

60.2%

8.5%

5.0%

7.0%

2.1%

0.0%

3.5%

51.1%

70.0%

46.9%

19.1%

25.0%

4.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県
(N=47)

政令市
(N=20)

市区町村
(N=1,709)

記録の保存規定

直轄並の定められた様式

定める必要なし

データベース化、一元管理

その他
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63.5%

72.3%

90.0%

62.9%

13.7%

19.1%

10.0%

13.6%

20.3%

8.5%

20.9%

2.3%

2.4%

総数
(N=1,779)

都道府県
(N=47)

政令市
(N=20)

市区町村
(N=1,712)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

定期点検の負担感 （橋梁、トンネル等共通）

○ 予算面での負担を感じている自治体が８割程度。
○ 職員の労務上の負担が大きいと考える自治体は６割程度。
○ 職員の技術的な負担が大きいと感じる自治体は５割程度。

問：点検に要する予算の確保や
費用面について負担を感じ
る

28.6%50.0%25.1%25.8% 14.3% 0.0%21.6%20.9% 28.6%25.0%42.1%41.2% 28.6%25.0%10.5%11.5%0.0%0.0%0.6%0.5%
都道府県(N=7)

0% 20% 40% 60% 80% 100%
そう思う ややそう思う どちらでもない それほど思わない そう思わない

問：定期点検に係る予算計画、
発注手続きや成果の把握・
確認等において職員の労務
上の負担が大きい。

問：定期点検の実施にあたり、
職員の技術的な負担が大き
い。

38.0%

46.8%

60.0%

37.5%

23.0%

25.5%

15.0%

23.0%

34.3%

21.3%

10.0%

35.0%

4.4%

6.4%

15.0%

4.3%

総数
(N=1,779)

都道府県
(N=47)

政令市
(N=20)

市区町村
(N=1,712)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

27.8%

19.1%

35.0%

28.0%

19.2%

19.1%

15.0%

19.2%

44.9%

42.6%

40.0%

45.0%

7.3%

19.1%

10.0%

7.0%

0.8%

0.8%

総数
(N=1,769)

都道府県
(N=47)

政令市
(N=20)

市区町村
(N=1,702)

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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○４割程度の自治体が、技術的助言に基づく積算資料を活用。
○１割程度の自治体が、直轄版の積算基準を活用。

問：橋梁の定期点検を外注や委託する場合、何に準拠して積算を行っているか、
以下から選択して下さい。

定期点検の積算資料の活用状況（橋梁、トンネル等共通）

36.1%

11.6%

20.4%

36.4%

9.2%

総数
(N=1,776)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

8.7%

15.0%

37.1%

15.2%

35.0%

11.2%

54.3%

35.0%

19.3%

34.8%

45.0%

36.4%

4.3%

5.0%

9.4%

都道府県
(N=46)

政令市
(N=20)

市区町村
(N=1,710)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術的助言

直轄版

自治体独自

見積もり

その他

7
8.7% 15.0% 37.1%36.1%

15.2% 35.0%11.2%11.6%
54.3%35.0%19.3%20.4%

34.8% 45.0%36.4%36.4%
4.3%5.0% 9.4%9.2%

都道府県…

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%
道路橋点検の積算基準（技術的助言） 橋梁点検の積算基準（直轄） 自治体独自の積算要領 見積もり その他道路橋点検の積算資料（技術的助言） 橋梁点検の積算基準（直轄） 自治体独自の積算要領 見積もり その他



○ ４割の自治体が、形式や規模等に応じた細かな歩掛を設定すべきとの意見。
○ 特に、小規模橋梁や溝橋で細かな歩掛設定の要望が多い。

問：定期点検業務の発注等について 問：形式や規模等に応じた細かな歩掛を設定すべ
き構造物は何か、以下から選択してくださ
い。（複数回答可）

定期点検の積算への要望 （橋梁、トンネル等共通）

87.6%

41.5%

3.6%

3.0%

8.0%

6.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数
(N=728)

小規模橋梁（橋長10m程度までの単径間の橋）
ボックスタイプの溝橋

トラス橋

アーチ橋

トンネル

その他

41.4%

50.8%

5.7%

総数
(N=1,780)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

39.1%

45.0%

41.4%

39.1%

30.0%

51.3%

19.6%

35.0%

5.0%

都道府県
(N=46)

政令市
(N=20)

市区町村
(N=1,714)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

39.1%45.0%
41.4%
41.4%

39.1%30.0%
51.3%
50.8%

19.6% 35.0%
5.0%
5.7%

都道府県…
市区町村…

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

構造物の形式や規模等に応じた積算が可能となるよう、細かく歩掛を設定すべき

特に今のやり方を変える必要はない

その他

細かく歩掛を設定

変える必要なし

その他
小規模橋梁

溝橋

トラス

アーチ

トンネル

その他
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○ ５割程度の自治体が国が開催する研修を受講しており、都道府県等が開催する研修を含め７割程
度の自治体が定期点検に関する研修を受講している。

○ 国の研修の受講後、８割程度の自治体で受講者が定期点検に関する業務に従事。

問：国土交通省が国・都道府県・市区町村の職員
を対象に、道路橋・トンネルの定期点検に従
事する者に最低限必要な知識と技能を修得さ
せることを目的に全国の地方整備局等で開催
している研修を受講していますか。

研修の受講状況 （橋梁、トンネル等共通）

73.3%
94.7%

45.0%
46.3%

13.3%
5.3%

27.1%
26.5%

6.7%
0.0%

0.1%
0.3%

6.7%
0.0%

27.8%
26.9%

都道府…

市区町…

0% 20% 40% 60% 80% 100%

受講している。

初級研修は受講していないが、都道府県や民間団体が主催する研修を受講している。

自ら研修を企画し、職員に受講させている。

研修は受講していない。

問：国の研修を受講している場合、研修を受講し
た職員が受講後に定期点検の業務に従事して
いるか、以下から選択してください（複数選
択可）。

27.3%
16.7%

28.9%
28.6%

84.8%
94.4%

75.3%
76.1%

48.5%
44.4%

25.1%
26.5%

0.0%
11.1%
8.9%
8.6%

都道府県(N=33)

市区町村…

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

職員自らが定期点検に従事している。

外注している定期点検業務の監督業務に従事している。

管理者としての定期点検に関する意思決定に関与している。

定期点検業務に従事していない。

46.3% 26.5% 0.3% 26.9%
総数

(N=1,771)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

73.3%

94.7%

45.0%

13.3%

5.3%

27.1%

6.7%

0.1%

6.7%

27.8%

都道府県
(N=45)

政令市
(N=19)

市区町村
(N=1,707)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

28.6%
76.1%

26.5%
8.6%

総数
(N=816)

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

27.3%

16.7%

28.9%

84.8%

94.4%

75.3%

48.5%

44.4%

25.1%

0.0%

11.1%

8.9%

都道府県
(N=33)

政令市
(N=18)

市区町村
(N=765)

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

定期点検に従事

点検の監督業務に従事

意思決定に関与
従事していない

受講している 受講していない別途、受講している

自ら企画、受講
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○点検支援技術を活用したいと考えている自治体は、５割程度。

問：技術者が行う健全性の診断を支援する技術や、損傷状況をデジタルデータで保存する技術など、点検
支援技術の開発が民間企業等により進められています。これらの点検支援技術について、定期点検の
支援に活用することを考えていますか。

点検支援技術の活用ニーズ① （橋梁、トンネル等共通）

71.7%73.7%47.5%48.4% 6.5%5.3%3.7%3.8% 10.9%15.8%44.4%43.2% 10.9%5.3%4.4%4.6%
都道府県…

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
定期点検の支援を目的に活用したい。 既に定期点検の支援を目的に活用している。 点検支援技術の活用は考えていない。 その他

48.4% 3.8% 43.2% 4.6%
総数

(N=1,776)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

71.7%

73.7%

47.5%

6.5%

5.3%

3.7%

10.9%

15.8%

44.4%

10.9%

5.3%

4.4%

都道府県
(N=46)

政令市
(N=19)

市区町村
(N=1,711)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

活用したい 既に活用 活用は考えていない その他
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○ 点検支援技術に期待する効果は、作業効率化・省人化が６割程度。

問：点検支援技術の活用を考える理由、点検支援技術に期待する効果は何ですか。

点検支援技術の活用ニーズ② （橋梁、トンネル等共通）

34.3%

39.5%

63.1%

56.7%

37.2%

0.2%

総数

(N=922)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術者が行う健全性の診断の高度化を図りたい。

損傷状況をデジタルデータで記録するなど、記録の高度化を図りたい。

作業の効率化・省人化により定期点検を実施するコストの縮減を期待する。

作業の効率化・省人化により職員の労務上の負担軽減を期待する。

職員の技術的な判断の支援となることを期待する。

その他

その他

診断の高度化

記録の高度化

コスト縮減

労務上の負担軽減

技術的な判断支援
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○８割程度の自治体が、定期点検の間隔を５年より長くすべきとの意見。
○５割程度の自治体が、定期点検の内容の合理化すべきとの意見。
○３割程度の自治体が、点検支援技術を活用すべきとの意見。

問：定期点検の実施内容について（複数回答可）

今後の定期点検への意見 （橋梁、トンネル等共通）

70.2%

6.4%

74.5%

17.0%

89.4%

2.1%

6.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(N=47)

100.0
%

5.0%

75.0
%

40.0
%

80.0
%

0.0%

5.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

政令市(N=20)

77.3%

3.0%

50.0%

13.3%

29.8%

8.7%

3.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市区町村(N=1,717)

77.4%

3.1%

50.9%

13.7%

31.9%

8.5%

3.7%

構造物の立地条件や健全度等に応じ、定期点

検を実施する頻度（5年に1回）を低く（定期点検
を実施する間隔を5年より長く）すべき

構造物の立地条件や健全度等に応じ、定期点

検を実施する頻度（5年に1回）を高く（定期点検
を実施する間隔を5年より短く）すべき

構造物の立地条件や健全度等に応じ、定期点

検の内容（近接目視、打音）を合理化すべき

点検員や診断員の資格化を図り、定期点検の

質を向上すべき

カメラやロボットなどの点検支援技術を活用す

べき

特に今のやり方を変える必要はない

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数(N=1,784)
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定期点検後の措置判断への要望 （橋梁、トンネル等共通）

○６割超の自治体が、修繕や更新の工法に関する技術的助言や技術基準の策定を希望。

問：診断の結果、判定区分ⅡまたはⅢであるものについて、道路管理者として監視等も含めた措置の必
要性を判断するにあたり、技術的な支援を望みますか。（複数選択可）

34.0% 50.0%
63.8%

62.9%

63.8%55.0%
65.8%
65.6%

0.0% 5.0%
1.3%
1.3%

25.5%
30.0%

12.6%
13.2%

2.1%
5.0%

1.0%
1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県…

市区町村…
修繕や更新の工法に関する技術的な助言を望む 修繕や更新に関する技術基準の策定を望む

その他、技術的な支援を望む 特に望まない

その他

62.9%

65.6%

1.3%

13.2%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数
(N=1,783)

34.0%

50.0%

63.8%

63.8%

55.0%

65.8%

0.0%

5.0%

1.3%

25.5%

30.0%

12.6%

2.1%

5.0%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県
(N=47)

政令市
(N=20)

市区町村
(N=1,716)

修繕、更新の技術的な助言

技術基準の策定

望まない

その他の技術的支援

その他
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

地方公共団体へのアンケート調査

定期点検結果の分析

点検支援技術の開発の動向

（１）調査検討事項

②地方公共団体へのアンケート調査
定期点検結果の分析、点検支援技術の開発の動向



近接することにより確認できた事例（橋）

近接目視により確認された鋼橋の桁端部の断面欠損

遠望目視（変状箇所の確認は困難） 近接目視により断面欠損を確認

桁外側からの近接目視の状況
（変状の確認は困難）

桁内側からの近接目視により断面欠損
を確認

遠望 近接

桁外側 桁内側

桁内側からの近接目視により確認された鋼橋の桁端部の断面欠損

15



近接することにより確認できた事例（橋）

近接目視により確認されたH鋼杭の断面欠損

近接目視により確認された基礎の洗掘

近接目視によりH鋼杭の断面欠損を確認

橋台基礎の大規模な洗掘を確認遠望目視（変状箇所の確認は困難）

遠望目視（変状箇所の確認は困難）

16



近接目視により確認された
「うき」

応急措置後

打音により確認された目地付近の
「うき」

腐食破断

腐食破断

照明灯の取付金具の破断

目地に沿って
発生したうき

近接することにより確認できた事例（トンネル）



近接することにより確認できた事例（シェッド）

高所作業車による近接目視により確認された主梁端部の破断

打音、触診により確認されたアンカーボルト定着不良

路上からの目視状況（変状箇所の確認は困難） 高所作業車による近接目視により破断
を確認

近接目視の状況（変状の確認は困難） 打音、触診により定着不良を確認
18



前回点検から損傷が進展した事例（橋）

○前回Ⅰ判定のうち、２割は次回Ⅱ判定に、１割は次回Ⅲ判定に損傷が進展する傾向

■：診断区分Ⅰ ■：診断区分Ⅱ ■：診断区分Ⅲ ■：診断区分Ⅳ

Ⅰ
5,406 

Ⅰ
8,286 

Ⅱ
1,810 

Ⅲ
1,069 

Ⅳ
1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

（前回）

（今回）

コンクリート橋
H24点検 H29点検（判定区分Ⅲ）

鋼橋
H24点検 H29点検（判定区分Ⅲ）

※国管理橋梁は、平成26年度以前は
現行点検要領とは異なる点検要領
（旧要領）で点検を実施

※前回
Ⅰ判定相当橋（100%)

橋
（22%)

橋
（65%)

橋
（13%)

橋

▲桁端部の堆砂 ▲桁端部の腐食、断面欠損 ▲桁端部の漏水 ▲桁端部のひび割れ、うき

○前回点検（Ⅰ判定相当）から変状が進展した事例

19



35,893箇所

(39%)

54,348箇所

(58%) 2,682箇所(3%)

1箇所

0% 20% 40% 60% 80% 100%

92,924箇所(100%)

前回点検から損傷が進展した事例（トンネル）

（前回）

（今回）

○前回Ⅰ判定相当のうち、５８％は判定Ⅱに、３％は判定Ⅲ又はⅣに変状が進展

○前回点検（Ⅰ判定相当）から変状が進展した事例

前回Ⅰ判定相当

▲目地沿いに発生したうき ▲ひび割れ

※国管理トンネルは、平成26
年度以前は現行点検要領と
は異なる点検要領（旧要領）
で定期点検を実施

■：判定区分Ⅰ ■：判定区分Ⅱ ■：判定区分Ⅲ ■：判定区分Ⅳ

H27点検（判定区分Ⅲ） H29点検（判定区分Ⅲ）

20
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定期点検後まもなく損傷が発見された事例

平成２７年 定期点検 Ⅲ判定（腐食）

平成２８年（点検から７か月後）
斜材４ヶ所の破断を発見

○ 定期点検では「Ⅲ判定」とされていたが、７ヶ月後に斜材４箇所の破断が発見され、通行止めと
なった事例
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建設後まもなく損傷が生じた事例（橋）

下部工のひびわれ 床版の剥離・鉄筋露出

主桁の腐食 耐候性鋼材の腐食減肉

小友こ線橋（国道：秋田県能代市）
橋長１４８ｍ 幅員１１．２ｍ
２００４年架設（１０歳）
Ⅲ判定（２０１４年）
（腐食）

平門橋（国道：愛媛県上浮穴郡久万高原町）
橋長２９ｍ 幅員１３．０ｍ
２００３年架設（１２歳）
Ⅲ判定（２０１５年）
（耐候性鋼材の腐食減肉）

主桁

徳益ＩＣ ＯＮランプ橋（国道：福岡県柳川市）
橋長１１０ｍ 幅員６．２ｍ
２０１２年架設（２歳）
Ⅲ判定（２０１４年）
（下部工のひびわれ）

橋脚

甘城橋（府道：大阪府富田林市）
橋長１４ｍ 幅員１０．６ｍ
２００１年架設（１４歳）
Ⅲ判定（２０１５年）
（床版の剥離・鉄筋露出）

主桁

22

床版



建設後まもなく損傷が生じた事例（トンネル・大型カルバート）

頂版の損傷（大型カルバート） 目地部の開き（大型カルバート）

鳴戸カルバート（国道：青森県鰺ヶ沢町）
構造形式：場所打ちボックスカルバート
２０１４年供用（３歳）
Ⅲ判定（２０１７年）

頂版の損傷 剥離・鉄筋露出（供用後３年）

車両の衝突痕とみられ
る変状

浜厚真No.5函渠（国道：北海道厚真町）
構造形式：場所打ちボックスカルバート
２００３年供用（１２歳）
Ⅱ判定（２０１５年）

目地部の開きによる裏
込土の流出

目地開き（供用後１２年）

頂版 目地部

目地部のうき（トンネル）

亥ヶ谷山トンネル（国道：三重県尾鷲市）
工法：NATM
トンネル延長：３１９７ｍ
２０１２年建設（６歳）
Ⅲ判定（２０１６年） 覆工コンクリート

目地部の「うき」 点検Ⅲ⇒措置後Ⅱb
（一部たたき落とし、劣化防止材吹付）

目地部のうき（トンネル）

覆工コンクリート

左アーチ肩部～妻壁の「ひび割れ」
（幅4mm×長さ4.5m）

大茂内第二トンネル（秋田自動車道：秋田県）
工法：NATM
トンネル延長：２９８８ｍ
２０１１年建設（７歳）
Ⅲ判定（２０１７年）
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特徴的な損傷事例（橋）

横締めPC鋼棒の突出 補強されたPC桁間詰部の踏み抜き

下部工の洗掘下部工の腐食

大間川橋（国道：石川県七尾市）
橋長８ｍ 幅員７．８ｍ
１９７４年架設（４４歳）
（横締めPC鋼棒の突出）

岩間大橋（市道：高知県四万十市）
橋長１２０ｍ 幅員３．５ｍ
１９６６年架設（５２歳）
（パイルベント橋脚の腐食）

主桁

橋脚

共栄橋（町道：北海道上川郡清水町）
橋長３０１ｍ 幅員２．１ｍ
１９７７年架設（４１歳）
（洗掘） 橋脚

豊中南IC橋付近（阪神高速道路：大阪府池田市）
１９６７年架設（５１歳）
（PC桁間詰部の踏み抜き）

PC桁間詰部
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特徴的な損傷事例（トンネル）

覆工コンクリートのひび割れ・段差

諸淵トンネル下り線（国道：神奈川県足柄上郡山北町）
延長２３４m
１９７４年建設（４２歳）
Ⅲ判定（２０１６年）
（ひび割れ：幅8mm
段差10mm）

漏水防止板からの漏水

覆工コンクリートのうき 覆工コンクリートの鉄筋露出

長等トンネル下り線（国道：滋賀県大津市）
延長１３０５ｍ
１９８１年建設（３４歳）
Ⅲ判定（２０１５年）
（漏水：流下）

関トンネル上り線（国道：三重県亀山市）
延長１１４０ｍ
１９６５年建設（４９歳）
Ⅲ判定（２０１４年）
（うき（ブロック化））

七宗第2トンネル（国道：岐阜県加茂郡七宗町）
延長４６８ｍ
１９７７年建設（４０歳）
Ⅲ判定（２０１７年）
（鉄筋露出）

覆工コンクリート 覆工コンクリート（漏水防止板）

覆工コンクリート覆工コンクリート
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特徴的な損傷事例（シェッド・大型カルバート）

頂版のうき、剥離・鉄筋露出 基礎の洗掘

猪谷3号洞門（国道：富山県富山市）
延長１６ｍ 幅員８．６ｍ
１９６０年供用（５６歳）
Ⅲ判定（２０１６年）
（うき、剥離・鉄筋露出）

橘洞門（国道：高知県仁淀川町）
延長８０ｍ 幅員７．５ｍ
１９８０年供用（３７歳）
Ⅲ判定（２０１７年）
（洗掘）

応急措置

叩落とし、保護材の塗布

頂版

杭基礎

頂版のひびわれ、遊離石灰

床版面

乙忠部３号BOX（国道：北海道枝幸町）
延長４９ｍ 幅員１２ｍ
１９７２年供用（４４歳）
Ⅲ判定（２０１６年）
（ひびわれ、遊離石灰）

頂版

底版の洗掘

原川BOX（国道：大阪府柏原市）
延長３８ｍ 幅員６ｍ
供用年不明
Ⅲ判定（２０１５年）
（洗掘）

底版
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溝橋の構造と損傷事例

■溝橋
（カルバート）

土圧
土圧

土被りが薄いときに
は、頂版への活荷重
の影響の累積が懸念
（突然の踏み抜き）

支承がない、上下部構造一体の小規模な
コンクリート構造

平成26年度から平
成28年度迄の定期
点検結果を調査

部分的な破壊やそれに伴う全体の崩壊よりも、
沈下や移動が卓越する傾向

道路土工 カルバート工指針
剛性ボックスカルバートの設計 5-1基本方針

27

頂版のひびわれが健全
性Ⅲの主要因といわれ
ている溝橋（カルバート）
約160橋を抽出



溝橋の構造と損傷事例（定期点検結果を調査）

頂版

側壁

【事例１】
1980年架設（３６歳）

車
両
走
行
方
向

○１巡目の点検結果、活荷重による頂版の踏み抜きは確認されていない

28

【事例２】
2002年架設（１４歳）

頂版

側壁



目地部
264（67%）

過去の変状箇所や補修箇所
125（31%）

注1）国管理トンネルが対象。
注2）平成26～29年度定期点検実施トンネルのうち20トンネルを抽出して分析。

うき・はく離、はく落発生傾向

○うき・はく離、はく落の発生個所に着目すると、

目地部 ：６７％

過去の変状箇所や補修箇所 ：３１％

その他（過去の変状箇所周辺等で発生したうき・はく離・はく落） ： ２％ で発生。

発生箇所
発生数（発生割合）

凡 例

トンネルの点検結果（うき・はく離、はく落発生傾向の分析）

目地部分のうき

その他（過去の変状箇所周辺等
で発生したうき・はく離・はく落）

8（2%）
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

地方公共団体へのアンケート調査

定期点検結果の分析

点検支援技術の開発の動向

（１）調査検討事項

②地方公共団体へのアンケート調査
定期点検結果の分析、点検支援技術の開発の動向



点検支援技術の開発の動向（橋梁）

公募技術 H26年度 H27年度 H28～29年度

近接目視・打音検査の
代替または支援する技術

※模擬橋梁での検証

－

点検記録作成支
援技術

① 損傷写真の撮影 － － 応募：7技術

② 損傷写真の整理 － － 応募：0技術

③ 損傷図の作成 － － 応募：0技術

④
損傷程度の評価区
分の自動判別 － － 応募：0技術

非破壊検査技術 ⑤
コンクリート構造物
のうき・はく離検出 － － 応募：6技術

応 募：31技術
技術検証：12技術

近接目視の調査
精度レベルに至らず

応 募：26技術
技術検証：17技術

10技術は実橋梁での
検証を推薦

○ H26年度より近接目視・打音検査の支援技術を公募し、技術検証を実施。

○ H28年度より点検記録作成支援技術、非破壊検査技術を公募し、応募のあった「①損傷写真の
撮影」、「⑤非破壊検査」について技術の仕様を確認し、評価結果を整理。
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定期点検の流れと公募技術の関係（橋梁）

知識と技能を有するものが実施

定期点検

• 近接目視を基本とした方法に
より損傷を把握

• 必要に応じて触診や打音等の
非破壊検査等を併用

• 施設毎に健全性の診断を
行い、Ⅰ～Ⅳの区分に分類

記録

• 定期点検、健全性の診断の結
果を記録し、これを保存

定期点検の質の向上に向けた
ニーズの例

①損傷写真の撮影

カメラで損傷画像を
撮影

⑤非破壊検査

コンクリート構造物の
うき・はく離を検査

②損傷写真の整理

損傷写真を
自動で整理

④損傷程度の評価区
分の自動判別

損傷程度の評価
区分を自動で判別

③損傷図の作成

損傷図を
自動で作成

公募技術《定期点検（法定点検）の流れ》

技
術
に
よ
る
支
援

• 外観把握が困難な水中部や狭隘
部等の状況を把握

• コンクリート内部の損傷や鋼材の
腐食、表面のうき・はく離の状況
等を非破壊で把握

• 損傷状況の評価を自動で区分し
客観的なデータとして維持管理に
活用

• 損傷を写真撮影し、画像として記
録・保存

• 損傷写真から損傷図を自動作成
し、記録作業を効率化

①損傷写真の撮影

カメラで損傷画像を
撮影

技
術
に
よ
る
支
援

※再掲
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点検支援技術の開発の動向（トンネル）

公募技術 H26年度 H27年度 H28～29年度

近接目視・打音検査の
代替または支援する技術

※模擬トンネルでの検証

－

点検記録作成支
援技術

①

変状写真の撮影
レベル１※

※ひび割れを示すチョーク
を判別

－ － 応募：4技術

②

変状写真の撮影
レベル２※

※ひび割れそのものを判
別

－ － 応募：0技術

③
変状写真台帳の整
理 － － 応募：0技術

④ 変状の自動検出 － － 応募：0技術

応 募：8技術
技術検証：2技術

近接目視の調査
精度レベルに至らず

応 募：13技術
技術検証：10技術

6技術は実トンネル
での検証を推薦

○ H26年度より近接目視・打音検査の支援技術を公募し、技術検証を実施。

○ H28年度より点検記録作成支援技術を公募し、応募のあった「①変状写真の撮影 レベル１」につ
いて技術の仕様を確認し、評価結果を整理。
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定期点検の流れと公募技術の関係（トンネル）

定期点検の質の向上に向けた
ニーズの例

公募技術

技
術
に
よ
る
支
援

• 外観把握の困難箇所の状況を
非破壊で把握

• トンネル覆工内部の状況を簡
便に把握

• トンネル内の変状を自動で検
出し把握

• 損傷を写真撮影し、画像として
記録・保存

• 変状写真から変状図を自動作
成し、記録作業を効率化

技
術
に
よ
る
支
援

③変状写真台帳の整理

変状写真台帳を
自動で整理

④変状の自動検出

変状を自動で検出

①変状写真の撮影：
レベル１

カメラで損傷画像を撮影
（ひび割れを示すチョークを判別）

②変状写真の撮影：
レベル２

カメラで損傷画像を撮影
（ひび割れを判別）

①変状写真の撮影：
レベル１

カメラで損傷画像を撮影
（ひび割れを示すチョークを判別）

②変状写真の撮影：
レベル２

カメラで損傷画像を撮影
（ひび割れを判別）

※再掲

※再掲

《定期点検（法定点検）の流れ》

知識と技能を有するものが実施

定期点検

• 近接目視を基本とした方法に
より損傷を把握

• 必要に応じて触診や打音等の
非破壊検査等を併用

• 施設毎に健全性の診断を
行い、Ⅰ～Ⅳの区分に分類

記録

• 定期点検、健全性の診断の結
果を記録し、これを保存
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点検支援技術の現場活用

○現在までに技術の公募、仕様確認を経て評価結果を公表した技術を対象に、国の定期点検の現
場で先行的に活用。

③道路トンネルの変状写真を撮影する技術

①道路橋の損傷写真を撮影する技術

②コンクリート構造物のうき・剥離の非破壊検査技術

• カメラを搭載した車両でトンネル内を走行し、覆工の

変状写真を撮影※

※レベル１：ひび割れを示すチョークを判別

• トンネルの定期点検の現場で活用

• カメラを搭載したドローンやアーム型ロボットで橋梁

の損傷写真を撮影

• 橋梁、シェッド・大型カルバートの定期点検の現場で

活用

• ドローンやアーム型の機械に搭載した打音機構や

赤外線等によりコンクリートのうき・剥離を検査

• 橋梁、シェッド・大型カルバートの定期点検の現場で

活用

技
術
の
公
募
・仕
様
確
認
を
経
て

評
価
結
果
を
公
表
し
た
技
術

国
の
定
期
点
検
の
現
場
で
先
行
的
に
活
用
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